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ＦＣＶ（オフサイト天然ガス改質） 

ＦＣＶ（オンサイト太陽光アルカリ水電解） 

ＦＣＶ（オンサイト都市ガス改質） 

ＥＶ（太陽光発電由来） 

ＥＶ（電源構成：２００９年） 

ＥＶ（電源構成：２０１２年） 

ＰＨＶ（充電） 

ＰＨＶ（ガソリン給油） 

ハイブリッド車 

ディーゼル車 

ガソリン車 

出典 ： 「総合効率とGHG 排出の分析報告書」 
（財団法人 日本自動車研究所、平成23年3月） 

CO2排出量（Well to Wheel JC08モード） 
（g-CO2/km） 

次世代自動車を推進する背景 
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次世代自動車の政策上の位置づけ 

１．「日本再興戦略」（平成25年6月14日） 

（電気自動車） 

  充電インフラの整備を促すことに加えて、量産効果創出と価格低減促進のための車両購入補助や、航続距離

延長や低コスト化のための研究開発支援などを行う。 

２．「日本再興戦略」改訂2014（平成26年6月24日）  

（次世代自動車） 

  2030年までに新車販売に占める次世代自動車の割合を５～７割とすることを目指す 。 

※乗用車販売台数＝約422万台（2015年） （出典：「自動車産業戦略2014」経済産業省） 9 

2015年（実績） 2030年 

従来車 73.5% 30～50% 

次世代自動車 26.5% 50～70% 
ハイブリッド自動車 22.2% 30～40% 

電気自動車 
プラグイン・ハイブリッド自動車 

0.27% 
0.34% 20～30% 

燃料電池自動車 0.01% ～3% 

クリーンディーゼル自動車 3.6% 5～10% 
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ＥＶ ＰＨＶ 急速充電器 

ＥＶ・ＰＨＶの普及状況（国内） 

①車両普及の状況 

 現在のEV・PHVの普及台数は約12万台（世界第3位）。 

②充電インフラの状況（設置基数、場所等） 
 6,000基近い急速充電器が公共用として設置されており（2015年12月末時点）、本年度末には、 
  7,000基程度に到達する見込み。 
 普通充電器は、約1.4万基（出荷ベース：2015年6月末時点）。 

EV/PHV (台) 急速充電器 (基) 

e-NV200（日産）発売 
（2014年10月） 

アウトランダーPHEV（三菱）発売 
（2013年1月） 

プリウスPHV（トヨタ）発売 
（2011年11月） 

リーフ（日産）発売 
（2010年12月） 

i-MiEV（三菱）発売 
（2009年9月） 

（年度） 10 



ＥＶ･ＰＨＶとＨＶの販売台数推移（販売開始後６年間） 

（単位：台） 

11 



11％ 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

2010 2011 2012 2013 2014

米 
日本 
中 
蘭 
仏 
ノルウェー 
独 
英 others 
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ＥＶ･ＰＨＶの普及状況（世界） 

TOP3 
% of global  

EV stock 
In 2014 

EV・PHV (台) 

（年度） 

18％ 

48％ 
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ガソリン自動車（Ｇ） 

電気自動車（ＥＶ） 

燃料電池自動車（ＦＣＶ） 

プラグイン・ハイブリッド自動車 
（ＰＨＶ） 

ハイブリッド自動車 
（ＨＶ） 
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ディーゼル自動車（Ｄ） 

車種別販売台数（世界）の将来予測 

天然ガス自動車（CNG）/ 
液化石油ガス自動車（LPG） 

２０２０年 
 ＦＣＶ： ０％ 
 ＥＶ ： ２％ 
 ＰＨＶ： ５％ 
 ＨＶ ： ９％ 
 Ｄ  ： ９％ 
 Ｇ  ：７３％ 

２０３０年 
 ＦＣＶ： ２％ 
 ＥＶ ： ８％ 
 ＰＨＶ：２０％ 
 ＨＶ ：２２％ 
 Ｄ  ： ６％ 
 Ｇ  ：３８％ 

２０５０年 
 ＦＣＶ：１８％ 
 ＥＶ    ：２３％ 
 ＰＨＶ：３５％ 
 ＨＶ ：１５％ 
 Ｄ  ： １％ 
 Ｇ  ： ６％ 
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消費者意識調査 

②航続距離 

③充電インフラ 
整備 

①価格 

（デロイト・トーマツ株式会社「2015年次世代車に関する消費者意識調査結果」を基に作成） 

０ １０ ２０ ３０ ４０ ５０ 

消費者意識調査（EVの購入を検討する際、気になる点は？） 

製品に対して価格が高い 

走行距離が短い 

充電インフラが 
十分にない 

５０％ 

１３％ 

１０％ 

充電に要する時間が長い（６％） 
走行性能に問題がありそう（４％） 
製品として魅力を感じない（５％） 等 
 

６％以下 

（％） 

（その他の回答例） 
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電気自動車のランニングコスト（試算） 

◆１ヶ月に１，０００km走行した際のランニングコスト（燃料費）の差 

○ガソリン車の場合 

○EV・PHVの場合 

１，０００km/月 

走行距離 

１８km 
（※１） 

燃費 

÷ １１５．９円/L 
（※２） 

× 

ガソリン代 

＝ ６，４３９円 

月当たりのコスト 

走行距離 

６km/kWh 
（※３） 

電費 

÷ １２．１６円/kWh 
（※４） 

× 

電力代 

＝ ２，０２７円 

月当たりのコスト 

１，０００km/月 

コストメリット（月額） ≒４，４１２円お得 

※１ ＪＣ08の数値（日産ティーダ）を適用 
※２ 石油情報センターのレギュラーガソリン全国平均値を適用（平成28年1月25日時点） 
※３ 現在の電気自動車の公式値を適用（PHVの場合はすべてEV走行した場合で算出） 
※４ 電力契約は、東京電力「おトクなナイト8」と契約の午後11時～午前7時までの 
   電気料金をもとに試算（平成28年1月25日現在） 16 



 先の震災では、ガソリン供給よりも、電気供給の復旧が早かった。 
 非常時においては、電気自動車が物資輸送や連絡に重要な役割を担った。 
 そうした活用の為にも、電気自動車の普及と充電器の設置が重要。 

東日本大震災(2011.3.11）でのライフライン復旧状況 
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東北６県 

ＧＳ稼動率 

出典：公益社団法人 土木学会地震工学委員会 東日本大震災における 
   岐阜大学工学部 能島暢呂教授まとめ から作成 

電気自動車が社会インフラの一部として機能 

17 

復旧の早い電気供給 


